
年度 令和６年度 分野

R６年度 R７年度

名称 実施内容 実施期間 実施主体 所管課 決算額（千円） 予算額（千円）

１

(1)医師修学資金等
貸与事業
（旧：医師確保対策
事業）

(2)県立病院専攻医
養成事業

(3)医師派遣推進事
業

(1)小児科医として指定医療機関
で勤務する意思のある医学生及
び医
師に対する修学資金等の貸与

(2)県立病院における専門研修
で専攻医を養成し、離島・へき地
等へ医師を派遣する。

(3)医師が不足する医療機関へ
医師派遣を行う医療機関に対し
て補助
を行う。

通年

医療政策
課、

琉球大学病
院

医療政策課

(1)139,074

(2)261,236

(3)136,750

（１）179,377

（２）329,554

（３）258,773

(1)医師修学資金等貸
与者４名が小児科医と
して北部・離島の医療
機関に勤務した。

(2)県立病院専攻医養
成事業において養成し
た医師3名が北部・離
島の医療機関で勤務し
た。

(3)小児科医師不足の
医療機関への小児科
医師の派遣日数132日

(1)対象者に対して修学資金等
の周知に取り組む必要があ
る。

(2)新専門医制度では、症例数
の多い都市部に専攻医が集中
する傾向があるため、県立病
院が安定的に専攻医の確保が
出来るのか注視する必要があ
る。

(3)小児科医師不足の医療機
関へ小児科医師の派遣を行う
医療機関
を県内外から多数確保する必
要がある。

【継続】

(1)対象者に対し
て修学資金等の
周知を強化す
る。

(3)小児科医師
不足の医療機
関に対する本事
業の周知を強化
する。

２
他診療科・多職種
連携の検討

－ － － 医療政策課 － －
R6未実施
参考：R7も現時点で同
様

地域の小児科標ぼう診療所を
増やすため又は小児科を標榜
していない診療所が小児患者
を対応するために、どのような
施策が有効か検討する必要が
ある。

【拡充】

個別施策一覧表（小児医療）
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小児科医師の確保

他診療科・多職種連携や補完
的手段の検討
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子ども医療でんわ
相談事業（♯8000
事業）

県内に居住又は滞在している小
児の保護者からの小児の急病
時や怪我等に対して電話相談を
受け付け、家庭での対処法や医
療機関受診の要否等のアドバイ
スを行う。

通年

医療政策
課、

医師会、看
護

協会、民間
の

コールセン
ター

医療政策課 33,457 37,800

・年間を通して電話
相談を実施した（相談
時間平日13時間、土日
24時間）。

【相談件数】
R3年度：15,507件
R4年度：22,609件
R5年度：23,698件
R6年度：24,372件

#8000の利用を促進させるため
に引き続き周知広報を行う必
要がある。

【継続】

令和７年度は、
#8000事業の周
知広報、県外
コールセンター
の回線数増（１回
線から２回線）実
施。

＃ 8 0 0 0 L I N E
アカウントの広報強
化

LINE版＃8000のポスターや名
刺カードを作成し、県内医療機
関、保育所等へ送付した。

通年
医療政策
課、医師会

医療政策課
（#8000委託
事業で実施）

（#8000委託
事業で実施）

A2ポスター350枚、A3
ポスター3,000枚、名刺
サイズの広報カード13
万枚を作成し、県内医
療機関等へ送付した。

＃ 8 0 0 0 広報強化と並行し
て、＃ 8 0 0 0 L I N E アカウン
トを活用した、小児救急のひっ
迫解消に繋がるプッシュ型の
情報発信について、検討する
必要がある。

【継続】

初期救急医療提供
の整備についての
検討

－ － － 医療政策課 － －

R6未実施
参考：R7において、オ
ンライン診療を対策の
中心とする方向を確認
した。

①事業目的、

②医療機関、県医師会、市町
村、県等の役割分担を定める

等の関係者間の協議が整う必
要がある。

【拡充】

オンライン診療
の実施につい
て、検討する必
要がある。

4 小児救急支援事業
・輪番制により休日・夜間の小児
救急受け入れを行う病院に補助
を行う。

通年 医療政策課 医療政策課 22,345 47,039
・輪番制に参加した４
病院に補助を実施し
た。

・輪番制に参加しやすい環境
整備を行う必要がある。

【継続】

5

災害時小児・周産
期リエゾン養成及
び技能維持研修へ
の推薦

災害時に小児・周産期医療に係
る保健医療活動の総合調整を
適切に行う等のため国が行う災
害時小児・周産期リエゾン研修
への旅費補助

通年 厚生労働省 医療政策課
旅費（費用弁
償）537千円

の内数

旅費（費用弁
償）1,143千
円の内数

養成研修　３名
技能維持研修　2名

特に、技能維持研修について
は、本県の割り当て人数が少
なく、任用した職員を、長期間
研修へ推薦できない状況と
なっている。

【継続】

R７年度は14名
任用した。（小児
７名、産科７名）

適正受診を促す取り組みの推
進

災害時の対応整備

二次医療圏における24時間365
日
対応できる小児救急医療体制
の確保

３
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医療的ケア児等レ
スパイトケア推進
基金事業

医療的ケア児等が在宅で療養
できるようレスパイトケアを実施
できる事業所を確保するため、
医療的ケア児等の新たな受け
入れ又は受け入れ拡大を目的と
する障害福祉サービス事業所及
び医療機関等に対し、経費支援
を行う。

通年 県 障害福祉課 8,204千円 12,000千円

本事業によって、21施
設（19法人）について医
療的ケア児等の新たな
受け入れ又は受入拡
大が図られた。

－
【継続】

訪問看護支援事業
・訪問看護事業所の質の向上を
図るため、研修等を実施する。

通年 県
地域包括ケ
ア推進課

13,524 16,773

・R6年度は、小児訪問
看護に係る研修を実
施。(16事業所、24名参
加）

・訪問看護事業所のうち、小児
在宅医療、医療的ケア児に対
応できる事業所が約４割にとど
まること、また対応に不安の声
が聞かれることから引き続き、
研修会等を開催し、対応できる
事業所の増加に努めていく必
要がある。

【継続】

6
医療的ケア児に対応することが
できる医療機関等の拡充


